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議案第 ３１ 号 

市税条例等の一部改正について 

○市税条例（昭和５６年藤井寺市条例第１号） 新旧対照表 

（第１条関係） 

改正後 改正前 

（個人の市民税の非課税の範囲） （個人の市民税の非課税の範囲） 

第１４条 （略） 第１４条 （略） 

２ 法の施行地に住所を有する者で均等割のみを課すべきもののうち、前年の合計所

得金額が３５０，０００円にその者の同一生計配偶者及び扶養親族（年齢１６歳未

満の者及び控除対象扶養親族に限る。以下この項において同じ。）の数に１を加え

た数を乗じて得た金額に１００，０００円を加算した金額（その者が同一生計配偶

者又は扶養親族を有する場合には、当該金額に２１０，０００円を加算した金額）

以下である者に対しては、均等割を課さない。 

２ 法の施行地に住所を有する者で均等割のみを課すべきもののうち、前年の合計所

得金額が３５０，０００円にその者の同一生計配偶者及び扶養親族の数に１を加え

た数を乗じて得た金額に１００，０００円を加算した金額（その者が同一生計配偶

者又は扶養親族を有する場合には、当該金額に２１０，０００円を加算した金額）

以下である者に対しては、均等割を課さない。 

（寄附金税額控除） （寄附金税額控除） 

第２３条の２ 所得割の納税義務者が、前年中に法第３１４条の７第１項第１号及び

第２号に掲げる寄附金又は次の各号に掲げる寄附金若しくは金銭（第１号から第８

号まで及び第１０号に掲げるものに関しては、市内に事務所又は事業所を有する法

人又は団体に対する寄附金であって市民の福祉の増進に寄与するものであるとして

規則で定めるものに限り、第９号に掲げるものに関しては、受益の範囲が市内にあ

って市民の福祉の増進に寄与するものであるとして規則で定めるものに限る。）を

支出した場合には、同項に規定するところにより控除すべき額（当該納税義務者が

前年中に同条第２項に規定する特例控除対象寄附金を支出した場合にあっては、当

該控除すべき金額に特例控除額を加算した金額。以下この項において「控除額」と

いう。）をその者の第２１条及び前条の規定を適用した場合の所得割の額から控除

するものとする。この場合において、当該控除額が当該所得割の額を超えるとき

は、当該控除額は、当該所得割の額に相当する金額とする。 

第２３条の２ 所得割の納税義務者が、前年中に法第３１４条の７第１項第１号及び

第２号に掲げる寄附金又は次の各号に掲げる寄附金若しくは金銭（第１号から第８

号まで及び第１０号に掲げるものに関しては、市内に事務所又は事業所を有する法

人又は団体に対する寄附金であって市民の福祉の増進に寄与するものであるとして

規則で定めるものに限り、第９号に掲げるものに関しては、受益の範囲が市内にあ

って市民の福祉の増進に寄与するものであるとして規則で定めるものに限る。）を

支出した場合には、同項に規定するところにより控除すべき額（当該納税義務者が

前年中に同条第２項に規定する特例控除対象寄附金を支出した場合にあっては、当

該控除すべき金額に特例控除額を加算した金額。以下この項において「控除額」と

いう。）をその者の第２１条及び前条の規定を適用した場合の所得割の額から控除

するものとする。この場合において、当該控除額が当該所得割の額を超えるとき

は、当該控除額は、当該所得割の額に相当する金額とする。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 所得税法施行令（昭和４０年政令第９６号）第２１７条第１号に規定する （２） 所得税法施行令（昭和４０年政令第９６号）第２１７条第１号に規定する
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改正後 改正前 

独立行政法人に対する寄附金（出資に関する業務に充てられることが明らかなも

のを除き、当該法人の主たる目的である業務に関連するものに限る。） 

独立行政法人に対する寄附金（当該法人の主たる目的である業務に関連するもの

に限る。） 

（３） 所得税法施行令第２１７条第１号の２に規定する地方独立行政法人に対す

る寄附金（出資に関する業務に充てられることが明らかなものを除き、当該法人

の主たる目的である業務に関連するものに限る。） 

（３） 所得税法施行令第２１７条第１号の２に規定する地方独立行政法人に対す

る寄附金（当該法人の主たる目的である業務に関連するものに限る。） 

（４） 所得税法施行令第２１７条第２号に規定する法人に対する寄附金（法第３

１４条の７第１項第２号に掲げるもの及び出資に関する業務に充てられることが

明らかなものを除き、当該法人の主たる目的である業務に関連するものに限

る。） 

（４） 所得税法施行令第２１７条第２号に規定する法人に対する寄附金（法第３

１４条の７第１項第２号に掲げるものを除く。当該法人の主たる目的である業務

に関連するものに限る。） 

（５） 所得税法施行令第２１７条第３号に規定する公益社団法人及び公益財団法

人（所得税法施行令の一部を改正する政令（平成２０年政令第１５５号）附則第

１３条第２項の規定によりなおその効力を有するものとされる改正前の所得税法

施行令第２１７条第１項第２号及び第３号に規定する民法法人を含む。）に対す

る寄附金（出資に関する業務に充てられることが明らかなものを除き、当該法人

の主たる目的である業務に関連するものに限る。） 

（５） 所得税法施行令第２１７条第３号に規定する公益社団法人及び公益財団法

人（所得税法施行令の一部を改正する政令（平成２０年政令第１５５号）附則第

１３条第２項の規定によりなおその効力を有するものとされる改正前の所得税法

施行令第２１７条第１項第２号及び第３号に規定する民法法人を含む。）に対す

る寄附金（当該法人の主たる目的である業務に関連するものに限る。） 

（６） 所得税法施行令第２１７条第４号に規定する学校法人に対する寄附金（出

資に関する業務に充てられることが明らかなものを除き、当該法人の主たる目的

である業務に関連するものに限る。） 

（６） 所得税法施行令第２１７条第４号に規定する学校法人に対する寄附金（当

該法人の主たる目的である業務に関連するものに限る。） 

（７） 所得税法施行令第２１７条第５号に規定する社会福祉法人に対する寄附金

（法第３１４条の７第１項第２号に掲げるもの及び出資に関する業務に充てられ

ることが明らかなものを除き、当該法人の主たる目的である業務に関連するもの

に限る。） 

（７） 所得税法施行令第２１７条第５号に規定する社会福祉法人に対する寄附金

（法第３１４条の７第１項第２号に掲げるものを除く。当該法人の主たる目的で

ある業務に関連するものに限る。） 

（８） 所得税法施行令第２１７条第６号に規定する更生保護法人に対する寄附金

（出資に関する業務に充てられることが明らかなものを除き、当該法人の主たる

目的である業務に関連するものに限る。） 

（８） 所得税法施行令第２１７条第６号に規定する更生保護法人に対する寄附金

（当該法人の主たる目的である業務に関連するものに限る。） 

（９） （略） （９） （略） 

（１０） 租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の１８の２第２項

に規定する特定非営利活動に関する寄附金（その寄附をした者に特別の利益が及

ぶと認められるもの及び出資に関する業務に充てられることが明らかなものを除

く。） 

（１０） 租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の１８の２第２項

に規定する特定非営利活動に関する寄附金（その寄附をした者に特別の利益が及

ぶと認められるものを除く。） 

２ （略） ２ （略） 
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改正後 改正前 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書） （個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書） 

第２８条の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を

提出しなければならない者又は法の施行地において同項に規定する公的年金等（所

得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公

的年金等」という。）の支払を受ける者であって、扶養親族（年齢１６歳未満の者

に限る。）を有する者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）で市

内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき所得税法第２０３条

の６第１項に規定する公的年金等の支払者（以下この条において「公的年金等支払

者」という。）から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規

則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支

払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

第２８条の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を

提出しなければならない者又は法の施行地において同項に規定する公的年金等（所

得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公

的年金等」という。）の支払を受ける者であって、扶養親族（控除対象扶養親族を

除く。）を有する者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）で市内

に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき所得税法第２０３条の

６第１項に規定する公的年金等の支払者（以下この条において「公的年金等支払

者」という。）から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規

則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支

払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

附 則 附 則 

（個人市民税の所得割の非課税の範囲等） （個人市民税の所得割の非課税の範囲等） 

第３条の２ 当分の間、市民税の所得割を課すべき者のうち、その者の前年の所得に

ついて第１８条の規定により算定した総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額

の合計額が、３５０，０００円にその者の同一生計配偶者及び扶養親族（年齢１６

歳未満の者及び控除対象扶養親族に限る。以下この項において同じ。）の数に１を

加えた数を乗じて得た金額に１００，０００円を加算した金額（その者が同一生計

配偶者又は扶養親族を有する場合には、当該金額に３２０，０００円を加算した金

額）以下である者に対しては、第１３条第１項の規定にかかわらず、市民税の所得

割（分離課税に係る所得割を除く。）を課さない。 

第３条の２ 当分の間、市民税の所得割を課すべき者のうち、その者の前年の所得に

ついて第１８条の規定により算定した総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額

の合計額が、３５０，０００円にその者の同一生計配偶者及び扶養親族の数に１を

加えた数を乗じて得た金額に１００，０００円を加算した金額（その者が同一生計

配偶者又は扶養親族を有する場合には、当該金額に３２０，０００円を加算した金

額）以下である者に対しては、第１３条第１項の規定にかかわらず、市民税の所得

割（分離課税に係る所得割を除く。）を課さない。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） （特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） 

第３条の３ 平成３０年度から令和９年度までの各年度分の個人の市民税に限り、法

附則第４条の４第３項の規定に該当する場合における第２０条の規定による控除に

ついては、その者の選択により、同条中「同条第１項」とあるのは「同条第１項

（第２号を除く。）」と、「まで」とあるのは「まで並びに法附則第４条の４第３

第３条の３ 平成３０年度から令和４年度までの各年度分の個人の市民税に限り、法

附則第４条の４第３項の規定に該当する場合における第２０条の規定による控除に

ついては、その者の選択により、同条中「同条第１項」とあるのは「同条第１項

（第２号を除く。）」と、「まで」とあるのは「まで並びに法附則第４条の４第３
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改正後 改正前 

項の規定により読み替えて適用される法第３１４条の２第１項（第２号に係る部分

に限る。）」として、同条の規定を適用することができる。 

項の規定により読み替えて適用される法第３１４条の２第１項（第２号に係る部分

に限る。）」として、同条の規定を適用することができる。 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第６条の２ （略） 第６条の２ （略） 

２～９ （略） ２～９（略） 

１０ 法附則第１５条第４６項に規定する条例で定める割合は、３分の１とする。 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

１１ （略） 

１２ （略） 

１０ （略） 

１１ （略）
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○市税条例の一部を改正する条例（令和２年藤井寺市条例第２０号） 新旧対照表 

（第２条関係） 

改正後 改正前 

第２条 市税条例の一部を次のように改正する。 

第４４条第１項中「第４項、第１９項、第２２項及び第２３項」を「第３１項、

第３４項及び第３５項」に、「第１０項、第１１項及び第１３項」を「第９項、第

１０項及び第１２項」に、「第４項、第１９項及び第２３項」を「第３１項及び第

３５項」に、「同条第２２項」を「同条第３４項」に、「第３項」を「第２項後

段」に改め、同条第２項中「第６６条の７第５項及び第１１項又は第６８条の９１

第４項及び第１０項」を「第６６条の７第４項及び第１０項」に、「第３２１条の

８第２４項」を「第３２１条の８第３６項」に改め、同条第三項中「第６６条の９

の３第４項及び第１０項又は第６８条の９３の３第４項及び第１０項」を「第６６

条の９の３第３項及び第９項」に、「第３２１条の８第２５項」を「第３２１条の

８第３７項」に改め、同条第４項中「第３２１条の８第２６項」を「第３２１条の

８第３８項」に改め、同条第５項中「第３２１条の８第２２項」を「第３２１条の

８第３４項」に、「同条第２１項」を「同条第３３項」に、「、第４項又は第１９

項」を「又は第３１項」に、「同条第２３項」を「同条第３５項」に改め、同条第

６項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第２２項」を「同

条第３４項」に、「第３２１条の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改

め、同条第７項中「第３２１条の８第２２項」を「第３２１条の８第３４項」に、

「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、同項第２号中「第３２１条

の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、同条第９項を削り、同条第

１０項中「第３２１条の８第４２項」を「第３２１条の８第６０項」に、「同条第

４２項」を「同条第６０項」に、「第１２項」を「第１１項」に改め、同項を同条

第９項とし、同条第１１項を同条第１０項とし、同条第１２項中「第１０項」を

「第９項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第１３項中「第１０項」を「第

９項」に、「第７５条の４第２項」を「第７５条の５第２項」に改め、同項を同条

第１２項とし、同条第１４項を同条第１３項とし、同条第１５項中「第１３項」を

「第１２項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１４項とし、同

条第１６項中「第１３項前段」を「第１２項前段」に、「第３２１条の８第５１

項」を「第３２１条の８第６９項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を

同条第１５項とし、同条第１７項中「第１３項後段」を「第１２項後段」に、「第

第２条 市税条例の一部を次のように改正する。 

第４４条第１項中「第４項、第１９項、第２２項及び第２３項」を「第３１項、

第３４項及び第３５項」に、「第１０項、第１１項及び第１３項」を「第９項、第

１０項及び第１２項」に、「第４項、第１９項及び第２３項」を「第３１項及び第

３５項」に、「同条第２２項」を「同条第３４項」に、「第３項」を「第２項後

段」に改め、同条第２項中「第６６条の７第５項及び第１１項又は第６８条の９１

第４項及び第１０項」を「第６６条の７第４項及び第１０項」に、「第３２１条の

８第２４項」を「第３２１条の８第３６項」に改め、同条第３項中「第６６条の９

の３第４項及び第１０項又は第６８条の９３の３第４項及び第１０項」を「第６６

条の９の３第３項及び第９項」に、「第３２１条の８第２５項」を「第３２１条の

８第３７項」に改め、同条第４項中「第３２１条の８第２６項」を「第３２１条の

８第３８項」に改め、同条第５項中「第３２１条の８第２２項」を「第３２１条の

８第３４項」に、「同条第２１項」を「同条第３３項」に、「、第４項又は第１９

項」を「又は第３１項」に、「同条第２３項」を「同条第３５項」に改め、同条第

６項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第２２項」を「同

条第３４項」に、「第３２１条の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改

め、同条第７項中「第３２１条の８第２２項」を「第３２１条の８第３４項」に、

「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、同項第２号中「第３２１条

の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、同条第９項を削り、同条第

１０項中「第３２１条の８第４２項」を「第３２１条の８第５２項」に、「同条第

４２項」を「同条第５２項」に、「第１２項」を「第１１項」に改め、同項を同条

第９項とし、同条第１１項を同条第１０項とし、同条第１２項中「第１０項」を

「第９項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第１３項中「第１０項」を「第

９項」に、「第７５条の４第２項」を「第７５条の５第２項」に改め、同項を同条

第１２項とし、同条第１４項を同条第１３項とし、同条第１５項中「第１３項」を

「第１２項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１４項とし、同

条第１６項中「第１３項前段」を「第１２項前段」に、「第３２１条の８第５１

項」を「第３２１条の８第６１項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を

同条第１５項とし、同条第１７項中「第１３項後段」を「第１２項後段」に、「第
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改正後 改正前 

１５項」を「第１４項」に、「第７５条の４第３項若しくは第６項（同法第８１条

の２４の３第２項において準用する場合を含む。）」を「第７５条の５第３項若し

くは第６項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１６項とする。 

第４５条第２項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第２

３項」を「同条第３５項」に、「、第２項又は第４項」を「又は第２項」に改め、

同条第３項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、「（同条第２

項又は第４項に規定する申告書を提出すべき法人が連結子法人の場合には、当該連

結子法人との間に連結完全支配関係がある連結親法人（法人税法第２条第１２号の

６の７に規定する連結親法人をいう。以下この項において同じ。）若しくは連結完

全支配関係があつた連結親法人が法人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税に

係る更正若しくは決定を受けたこと。次項第２号において同じ。）」を削り、同条

第４項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「第４８条の１５の５

第４項」を「第４８条の１５の４第４項」に改める。 

第４７条第３項中「第４８条の１５の５第４項」を「第４８条の１５の４第４

項」に改め、同条第４項から第６項までを削る。 

１５項」を「第１４項」に、「第７５条の４第３項若しくは第６項（同法第８１条

の２４の３第２項において準用する場合を含む。）」を「第７５条の５第３項若し

くは第６項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１６項とする。 

第４５条第２項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第２

３項」を「同条第３５項」に、「、第２項又は第４項」を「又は第２項」に改め、

同条第３項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、「（同条第２

項又は第４項に規定する申告書を提出すべき法人が連結子法人の場合には、当該連

結子法人との間に連結完全支配関係がある連結親法人（法人税法第２条第１２号の

６の７に規定する連結親法人をいう。以下この項において同じ。）若しくは連結完

全支配関係があつた連結親法人が法人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税に

係る更正若しくは決定を受けたこと。次項第２号において同じ。）」を削り、同条

第４項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改める。 

第４７条第４項から第６項までを削る。 
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議案第 ３２ 号 

藤井寺市介護保険条例の一部改正について 

○藤井寺市介護保険条例（平成１２年藤井寺市条例第７号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（新型コロナウイルス感染症の影響により収入の減少が見込まれる場合等における

保険料の減免） 

（新型コロナウイルス感染症の影響により収入の減少が見込まれる場合等における

保険料の減免） 

第４条 市長は、第１号被保険者が新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロ

ナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機

関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）で

ある感染症をいう。）の影響を受ける者として市長が別に定めるもののうち必要が

あると認められるものに対し、令和２年度分の保険料であって、令和３年３月中に

第１号被保険者の資格を取得したことにより、令和３年４月１日以降に普通徴収の

納期限が定められている保険料及び令和３年度分の保険料であって、普通徴収の納

期限（特別徴収の場合にあっては、特別徴収対象年金給付の年金支払日）が令和３

年４月１日から令和４年３月３１日までの間にある保険料について、納付義務者の

申請により、保険料を減免することができる。 

第４条 市長は、第１号被保険者が新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロ

ナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機

関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）で

ある感染症をいう。）の影響を受ける者として市長が別に定めるもののうち必要が

あると認められるものに対し、令和元年度分及び令和２年度分の保険料であって、

普通徴収の納期限（特別徴収の場合にあっては特別徴収対象年金給付の年金支払

日）が令和２年２月１日から令和３年３月３１日までの間にある保険料（第１号被

保険者の資格を取得した日から１４日以内に法第１２条第１項の規定による届出が

行われなかったため令和２年２月１日以降に納期限が定められている保険料であっ

て、当該届出が第１号被保険者の資格を取得した日から１４日以内に行われていた

ならば同年２月１日前に納期限が定められるべきものを除く。）について、納付義

務者の申請により、保険料を減免することができる。 

２ （略） ２ （略） 
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議案第 ３３ 号 

藤井寺市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正について 

○藤井寺市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年藤井寺市条例第１７号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

目次 目次 

第５章 事業所内保育事業（第４３条―第４９条） 第５章 事業所内保育事業（第４３条―第４９条） 

第６章 雑則（第５０条） ＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿

（保育所等との連携） （保育所等との連携） 

第７条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う者（以下「居宅訪問型保育

事業者」という。）を除く。以下この条、次条第１項、第１５条第１項及び第２

項、第１６条第１項、第２項及び第５項、第１７条並びに第１８条において同

じ。）は、利用乳幼児に対する保育が適正かつ確実に行われ、及び、家庭的保育事

業者等による保育の提供の終了後も満３歳以上の児童に対して必要な教育（教育基

本法（平成１８年法律第１２０号）第６条第１項に規定する法律に定める学校にお

いて行われる教育をいう。以下この条において同じ。）又は保育が継続的に提供さ

れるよう、次に掲げる事項に係る連携協力を行う保育所、幼稚園又は認定こども園

（以下「連携施設」という。）を適切に確保しなければならない。ただし、連携施

設の確保が著しく困難であると市長が認める地域において家庭的保育事業等（居宅

訪問型保育事業を除く。第１７条第２項第３号において同じ。）を行う家庭的保育

事業者等については、この限りでない。 

第７条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う者（以下「居宅訪問型保育

事業者」という。）を除く。以下この条、次条第１項、第１５条第１項及び第２

項、第１６条第１項、第２項及び第５項、第１７条並びに第１８条において同

じ。）は、利用乳幼児に対する保育が適正かつ確実に行われ、及び、家庭的保育事

業者等による保育の提供の終了後も満３歳以上の児童に対して必要な教育（教育基

本法（平成１８年法律第１２０号）第６条第１項に規定する法律に定める学校にお

いて行われる教育をいう。第３号において同じ。）又は保育が継続的に提供される

よう、次に掲げる事項に係る連携協力を行う保育所、幼稚園又は認定こども園（以

下「連携施設」という。）を適切に確保しなければならない。ただし、連携施設の

確保が著しく困難であると市長が認める地域において家庭的保育事業等（居宅訪問

型保育事業を除く。第１７条第２項第３号において同じ。）を行う家庭的保育事業

者等については、この限りでない。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 当該家庭的保育事業者等により保育の提供を受けていた利用乳幼児（事業

所内保育事業（法第６条の３第１２項に規定する事業所内保育事業をいう。以下

同じ。）の利用乳幼児にあっては、第４３条に規定するその他の乳児又は幼児に

限る。以下この号及び第４項第１号において同じ。）を、当該保育の提供の終了

に際して、当該利用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続き当該連携施設

において受け入れて教育又は保育を提供すること。 

（３） 当該家庭的保育事業者等により保育の提供を受けていた利用乳幼児（事業

所内保育事業（法第６条の３第１２項に規定する事業所内保育事業をいう。以下

同じ。）の利用乳幼児にあっては、第４３条に規定するその他の乳児又は幼児に

限る。以下この号において同じ。）を、当該保育の提供の終了に際して、当該利

用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続き当該連携施設において受け入れ

て教育又は保育を提供すること。 

２～４ （略） ２～４ （略） 
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改正後 改正前 

５ 前項（同項第２号に該当する場合に限る。）の場合において、家庭的保育事業者

等は、法第５９条第１項に規定する施設のうち、次に掲げるもの（入所定員が２０

人以上のものに限る。）であって、市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げ

る事項に係る連携協力を行う施設として適切に確保しなければならない。 

５ 前項（同項第２号に該当する場合に限る。）の場合において、家庭的保育事業者

等は、法第５９条第１項に規定する施設のうち、次に掲げるもの（入所定員が２０

人以上のものに限る。）であって、市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げ

る事項に係る連携協力を行う者として適切に確保しなければならない。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

第６章 雑則 ＿＿＿ ＿＿

（電磁的記録） ＿＿＿＿＿＿＿

第５０条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記録、作成その他これらに類するも

ののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、

副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載

された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定さ

れている又は想定されるものについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方

式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）により行うことができる。 

＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿



- 10 - 

議案第 ３４ 号 

藤井寺市固定資産評価審査委員会条例の一部改正について 

○藤井寺市固定資産評価審査委員会条例（平成１１年藤井寺市条例第２１号） 新旧対照表 

改正後 改正前 

（審査の申出） （審査の申出） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

４ 審査申出書には、審査申出人（審査申出人が法人その他の社団又は財団であ

るときは、代表者又は管理人、総代を互選したときは総代、代理人によって審

査の申出をするときは代理人）が押印しなければならない。 

４ （略） ５ （略） 

５ （略） ６ （略） 

（審査申出人の口頭による意見陳述） （審査申出人の口頭による意見陳述） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、意見を聴いた委員及び調書を作

成した書記がこれに署名しなければならない。 

３ 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、意見を聴いた委員及び調書を作

成した書記がこれに署名押印しなければならない。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（口頭審理） （口頭審理） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 前項の口述書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 ５ 前項の口述書には、次に掲げる事項を記載し、提出者がこれに署名押印しな

ければならない。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

６・７ （略） ６・７ （略） 

８ 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、審理を行った委員及び調書を作

成した書記がこれに署名しなければならない。 

８ 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、審理を行った委員及び調書を作

成した書記がこれに署名押印しなければならない。 
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改正後 改正前 

（１）～（５） （略） （１）～（５） （略） 

（実地調査） （実地調査） 

第１０条 （略） 第１０条 （略） 

２ 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、調査を行った委員及び調書を作

成した書記がこれに署名しなければならない。 

２ 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、調査を行った委員及び調書を作

成した書記がこれに署名押印しなければならない。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（議事についての調書） （議事についての調書） 

第１１条 （略） 第１１条 （略） 

２ 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、議事に関与した委員及び調書を

作成した書記がこれに署名しなければならない。 

２ 前項の調書には、次に掲げる事項を記載し、議事に関与した委員及び調書を

作成した書記がこれに署名押印しなければならない。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 




